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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第71期

前第２四半期
連結累計期間

第72期
当第２四半期
連結累計期間

第71期
前第２四半期
連結会計期間

第72期
当第２四半期
連結会計期間

第71期

会計期間

自 平成20年
      ４月１日
至 平成20年
      ９月30日

自 平成21年
      ４月１日
至 平成21年
      ９月30日

自 平成20年
      ７月１日
至 平成20年
      ９月30日

自 平成21年
      ７月１日
至 平成21年
      ９月30日

自 平成20年
      ４月１日
至 平成21年
      ３月31日

売上高 (百万円) 127,100 59,156 72,363 34,515 225,789

経常利益又は経常損失　
　　　　　(△)

(百万円) 16,394 △3,675 8,874 △243 17,559

四半期(当期)純利益
又は四半期純損失(△)

(百万円) 9,524 △3,192 4,862 △90 8,488

純資産額 (百万円) ― ― 421,844 394,253 392,636

総資産額 (百万円) ― ― 532,874 479,257 479,947

１株当たり純資産額 (円) ― ― 1,095.331,025.591,021.17

１株当たり四半期(当
期)純利益金額又は四半
期純損失金額(△)

(円) 24.70 △8.36 12.68 △0.24 22.12

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 78.5 81.7 81.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 7,396 10,119 ― ― 11,014

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △899 △7,659 ― ― △4,580

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △10,034 2,703 ― ― △13,742

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 82,162 79,085 72,126

従業員数 (名) ― ― 5,916 6,000 6,005

(注)  (1) 売上高には、消費税等は含まれておりません。

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額につきましては、第71期前第２四半期連結累計期間及び

第71期前第２四半期連結会計期間及び第71期においては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。また、第72期当第２四半期連結累計期間及び第72期当第２四半期連結会計期間において

は、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動は、後記３　関係会社の状況　に記載のとおりであります。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。

名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業の
内容

議決権の
所有(被所有)割合 関係内容

所有割合 被所有割合

(％) (％)

（連結子会社） 　 　 　 　 　 　

 (株)東洋工機 愛知県弥富市 100百万円
金属加工機
械器具等の
製造、販売

52.9 －
・当社商品及び
  部品の製造

 (株)アマダマシンツール
　　 エムエフジー

愛知県小牧市 245百万円
金属加工機
械器具等の
製造、販売

100.0
(100.0)

－
・当社商品及び
  部品の製造
・役員兼務３名

 コンピュテス社 Rivergaro,800千ユーロ

金属加工機
械のソフト
ウエアの開
発

100.0 －
・当社商品であ
  るソフトウエ
　アの開発Italy

（持分法適用関連会社） 　 　 　 　 　 　

 エルケーアイ・ケルドマ
 ン社

Pannainen,
50千ユーロ

金属加工機
械器具等の
製造、販売

20.0 －
・当社商品及び
  部品の製造Finland

(注) (1)議決権の所有（被所有）割合欄の下段（　）内数は、間接所有割合であります。

(2)平成21年10月１日付で、株式会社アマダカッティング（連結子会社）と株式会社アマダワシノ（連

結子会社）は合併し、株式会社アマダマシンツール（連結子会社）に商号変更しております。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成21年９月30日現在

従業員数(名) 6,000

(注) 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向を含

む就業人員数であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成21年９月30日現在

従業員数(名) 2,095

(注) 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向を含む就業人員数であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

    当第２四半期連結会計期間における生産実績を部門別に示すと、次のとおりであります。

部  門  別
生  産  高
(百万円)

　

前年同四半期比
（％）

　板金部門 7,731 △81.0

　切削部門 2,932 △64.8

　プレス部門 162 △90.3

  工作機械部門 934 △79.8

合   計 11,761 △78.8

      (注) ① 金額は販売価格によっております。

　         ② 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 受注実績

 　 当第２四半期連結会計期間における受注実績を部門別に示すと、次のとおりであります。

部 門 別
受  注  高
(百万円)

　
受 注 残 高
(百万円)

　

前年同四半期比
（％）

前年同四半期比
（％）

　板金部門 25,422 △53.1 13,621 △54.5

　　　マシン 15,864 △59.9 12,583 △55.1

　　　ソフト・ＦＡ機器 1,272 △36.4 546 △40.6

　　　サービス 2,480 △16.7 76 89.9

　　　消耗品 5,804 △40.0 414 △57.0

　切削部門 4,356 △55.4 623 △77.9

　プレス部門 1,019 △63.2 510 △55.2

　工作機械部門 1,407 △69.3 1,277 △73.7

　不動産賃貸 267 △1.5 － －

　その他 292 △34.0 1 △77.5

合　 計 32,766 △54.5 16,034 △58.6

　    (注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3) 販売実績

 　 当第２四半期連結会計期間における販売実績を部門別に示すと、次のとおりであります。

部 門 別
販  売  高
(百万円)

　

前年同四半期比
（％）

　板金部門 26,231 △51.0

　　マシン 16,780 △56.7

　　ソフト・ＦＡ機器 1,291 △43.0

　　サービス 2,423 △18.4

　　消耗品 5,735 △40.0

　切削部門 4,824 △52.3

　プレス部門 1,345 △55.2

　工作機械部門 1,555 △68.9

　不動産賃貸 267 △1.5

　その他 291 △33.2

合    計 34,515 △52.3

     (注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

　

当第２四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等

又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

　

株式会社アマダカッティング（連結子会社）と株式会社アマダワシノ（連結子会社）との合併

当社の連結子会社である株式会社アマダカッティングと株式会社アマダワシノは、それぞれ平成21年

８月26日開催の臨時株主総会において、当社グループ内での板金に次ぐ事業の柱を育成し収益構造の安

定化を図るため、切削及び工作機械事業の再編成の一環として合併することを決議いたしました。また、

同日に両社は合併契約を締結し、平成21年10月１日付で合併いたしました。 

　合併に際しては、株式会社アマダカッティングを存続会社とし、同時に商号を株式会社アマダマシン

ツールに変更いたしました。 

　なお、両社とも当社の完全子会社であるため、合併新株式の交付等の合併対価の支払いは行っておりま

せん。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　
(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間の世界経済は、アジアでは中国景気に持ち直しの動きが見られるものの、欧

米とも景気は後退しており、金融危機と実体経済悪化の悪循環により、引き続き深刻な状況下にありま

す。 

　一方、我が国経済は、輸出や生産に下げ止まりの兆しが見えつつありますが、企業収益の大幅な減少の影

響を受けて設備投資は低迷し、雇用情勢も悪化するなど、当社グループを取り巻く経営環境は依然として

極めて厳しい状況のまま推移いたしました。 

　機械業界におきましては、前年後半からの企業の設備投資抑制や減産の傾向は一層厳しさを増し、国内

外とも受注はかつてないほどの下降局面が継続しております。 

 　このような状況の下、当第２四半期連結会計期間の営業成績は、当社をはじめ内外主要連結子会社の業

績が低迷し、受注高32,766百万円（前年同四半期比54.5％減）、売上高34,515百万円（同52.3％減）とな

りました。 

損益面におきましては、減収に加え、為替レートの変動と生産調整の影響による売上総利益率の悪化等

により営業損失1,558百万円（前年同四半期は営業利益9,056百万円）、経常損失243百万円（同経常利益

8,874百万円）、四半期純損失90百万円（同四半期純利益4,862百万円）と、いずれも前年同期の黒字から

損失計上のやむなきに至りました。
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①　部門別売上高の状況

部門別売上高の状況に関しましては、下表のとおりであります。

部 門 別
売　上  高
(百万円)

　

前年同四半期比
（％）

　板金部門 26,231 △51.0

　　（マシン） 16,780 △56.7

　　（ソフト・ＦＡ機器） 1,291 △43.0

　　（サービス） 2,423 △18.4

　　（消耗品） 5,735 △40.0

　切削部門 4,824 △52.3

　プレス部門 1,345 △55.2

　工作機械部門 1,555 △68.9

　不動産賃貸（注1） 267 △1.5

　その他（注2） 291 △33.2

合    計 34,515 △52.3
　

(注1）不動産賃貸は、遊休地の有効利用を目的としたショッピングセンター等の賃貸事業であります。

(注2）その他は、ゴルフ場経営収入及びカーリース等であります。

　
②　地域別売上高の状況

地域別売上高の状況は、下表のとおりであります。

海外売上高比率は、前第２四半期連結会計期間の52.4％から47.6％となりました。

地　　　域
売　上  高
(百万円)

　

前年同四半期比
（％）

　日　本 18,092 △47.5

　海　外 16,422 △56.7

　　（北　米） 4,074 △51.2

　　（欧　州） 6,380 △63.9

　　（アジア） 5,238 △50.8

　　（その他の地域） 728 △42.1

合    計 34,515 △52.3
　

(注）本表の地域別売上高は、企業集団各社の当該地域の市場への売上高であり、各社の所在地ご

との売上高（所在地別セグメントの売上高）ではありません。

　

(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末比690百万円減の479,257百万円となりま

した。また、純資産は評価・換算差額等のマイナス幅の減少の影響などにより、前連結会計年度末比1,617

百万円増の394,253百万円となり、自己資本比率は前連結会計年度末の81.3％から81.7％となりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況

連結キャッシュ・フローにつきましては、当第２四半期連結会計期間において現金及び現金同等物は

4,322百万円増加し、当第２四半期連結会計期間末残高は79,085百万円となりました。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結会計期間における営業活動の結果、獲得した資金は5,429百万円でありました。

前年同四半期と比較いたしますと1,233百万円獲得額が減少しておりますが、これは主に税金等調整前

四半期純損益が損失となったためであります。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結会計期間における投資活動の結果、支出した資金は3,838百万円でありました。

前年同四半期と比較いたしますと支出額が2,823百万円増加しておりますが、これは有価証券の売却及

び償還による収入が減少したことが主な要因であります。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結会計期間における財務活動の結果、獲得した資金は1,983百万円でありました（前年

同四半期は3,077百万円支出）。

　この主な要因は、前年同四半期に実施した自己株式の市場買付けを当第２四半期連結会計期間は実施し

なかったことによるものであります。

　
　
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は1,431百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新

設、除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。また、当第２四半期連結会

計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 550,000,000

計 550,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 396,502,117396,502,117

株式会社東京証券取引所
(市場第一部)

株式会社大阪証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は1,000株でありま
す。

計 396,502,117396,502,117 ― ―

(注) 提出日現在発行数には、平成21年11月１日からこの四半期半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。

 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

第１回新株予約権(平成16年11月24日発行)

　
第２四半期会計期間末現在
(平成21年９月30日)

新株予約権の数（個） 　145 （注）①・⑤

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　　　145,000（注）②・⑤

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり600（注）③

新株予約権の行使期間
平成18年７月１日から
平成23年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　600
資本組入額　300

新株予約権の行使の条件 （注）④

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは当社取締役会の承認を要
するものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

－
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（注）①　新株予約権１個当たりの目的となる株式数は、1,000株であります。

②　当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、

かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数について

のみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

　
調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割又は併合の比率

　
また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設

分割若しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

③　本新株予約権発行後、株式分割又は株式併合を行う場合は、行使価額は次の算式により調整されるものとし、

調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　
調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
１

分割又は併合の比率

　
また、時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行うとき(新株予約権の行使を除く。)は、次

の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　

　 　 　 　 既発行
株式数

＋
新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
新規発行前の株価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

　
上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控

除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行」を「自己株式の処分」に、また「１株当たり

払込金額」を「１株当たり処分金額」に、それぞれ読み替えるものとする。

さらに、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新

設分割若しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行う。

④　新株予約権の行使の条件

（イ）新株予約権の割当を受けた者(以下、「新株予約権者」という。)は、当社及び当社関係会社の取締

役、相談役、顧問、従業員でなくなった場合には、新株予約権は行使できないものとする。ただし、任期満

了による退任、定年退職、会社都合による退職の場合はこの限りでない。

（ロ）各新株予約権の１個を分割して行使できないものとする。

（ハ）新株予約権者が死亡した場合は、相続人による新株予約権の相続は認めない。

（ニ）新株予約権の質入れその他一切の処分は認めない。

（ホ）その他の権利行使の条件は、新株予約権発行の取締役会決議において定めるところによる。

⑤　新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職等により行使権を喪失した数を控除してお

ります。

　

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年７月１日～
平成21年９月30日

― 396,502 ― 54,768 ― 163,199
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(5) 【大株主の状況】

平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－11 58,513 14.76

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11－３ 24,968 6.30

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１－５ 18,761 4.73

資産管理サービス信託銀行株式
会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－12
晴海トリトンスクエア　タワーＺ

10,791 2.72

財団法人天田金属加工機械技術
振興財団

神奈川県伊勢原市石田350 9,936 2.51

日本生命保険相互会社 大阪市中央区今橋３丁目５－12 8,170 2.06

株式会社常陽銀行 茨城県水戸市南町２丁目５－５ 5,756 1.45

ビーエヌピー　パリバ　セック　
サービス　ロンドン　ジャス　アバ
ディーン　インベストメント　
ファンズ　アイシーブイシー　
エージェンシー　レンディング　
（常任代理人　香港上海銀行東京
支店）

55 MOORGATE LONDON EC2R 6PA, UK
（東京都中央区日本橋３丁目11－１）

4,609 1.16

あいおい損害保険株式会社 東京都渋谷区恵比寿１丁目28－１ 4,360 1.10

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４－５ 4,258 1.07

計 ― 150,125 37.86

(注) （イ) 当社は、自己株式を14,532千株（株主名簿上は14,533千株）保有しておりますが、上記大株主からは除外し

ております。

（ロ) 当第２四半期会計期間中において、大量保有報告書の変更報告書により、以下のとおり株式を保有している

旨の通知を受けておりますが、当社として第２四半期会計期間末における株主名簿上での所有株式数の確認

ができませんので、上記の大株主の状況は平成21年９月30日現在の株主名簿によっております。なお、当該報

告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
報告義務
発生日

所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ＪＰモルガン・アセット・マネ
ジメント株式会社ほか１名

東京都千代田区丸の内２丁目７
－３　東京ビルディング

平成21年
４月30日

20,628 5.20

ゴールドマン・サックス・ア
セット・マネジメント株式会社
ほか２名

東京都港区六本木６丁目10－１
六本木ヒルズ森タワー

平成21年
７月15日

20,433 5.15
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式
14,532,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

375,770,000
375,770 ―

単元未満株式
普通株式
6,200,117

― 一単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 396,502,117― ―

総株主の議決権 ― 375,770 ―

(注)(イ) 「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」の欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の

株式がそれぞれ3,000株(議決権の数３個)及び239株含まれております。

(ロ) 「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式510株が含まれております。 

　

② 【自己株式等】

平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社アマダ

神奈川県伊勢原市石田200
番地

14,532,000 ― 14,532,0003.67

計 ― 14,532,000 ― 14,532,0003.67

(注) 株主名簿上は当社名義となっておりますが、上記以外に実質的に所有していない株式が1,314株(議決権の数１個)

あります。なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式に1,000株(議決権

の数１個)、「単元未満株式」の欄の普通株式に314株それぞれ含まれております。

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 623 683 708 621 677 664

最低(円) 520 587 589 513 606 591

(注) 株価は、株式会社東京証券取引所市場第一部の取引相場によるものであります。　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び前第２四半期連結累

計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第

２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平

成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しており

ます。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表については、監査法人トーマツにより四半期レビューを受け、当第２四半期

連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成21年４

月１日から平成21年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表については、有限責任監査法人トーマツによ

り四半期レビューを受けております。

　なお、従来から当社が監査証明を受けている監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年

７月１日をもって有限責任監査法人トーマツとなりました。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 64,363 58,537

受取手形及び売掛金 91,622 103,376

リース投資資産 11,224 11,841

有価証券 27,770 23,049

商品及び製品 57,483 59,075

仕掛品 4,791 3,746

原材料及び貯蔵品 11,770 12,708

その他 10,420 13,684

貸倒引当金 △2,953 △2,417

流動資産合計 276,492 283,600

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※１
 41,726

※１
 41,501

その他（純額） ※１
 66,345

※１
 62,267

有形固定資産合計 108,072 103,769

無形固定資産

のれん 3,598 2,871

その他 4,456 4,339

無形固定資産合計 8,055 7,211

投資その他の資産

投資有価証券 61,478 59,029

その他 26,542 27,695

貸倒引当金 △1,383 △1,359

投資その他の資産合計 86,636 85,365

固定資産合計 202,764 196,347

資産合計 479,257 479,947
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 11,677 17,081

短期借入金 9,843 4,772

未払法人税等 1,335 948

賞与引当金 1,632 2,050

役員賞与引当金 47 154

割賦販売未実現利益 18,811 21,227

その他 15,523 17,055

流動負債合計 58,871 63,289

固定負債

長期借入金 2,630 591

退職給付引当金 12,981 12,805

役員退職慰労引当金 140 35

負ののれん 926 894

その他 9,452 9,694

固定負債合計 26,132 24,021

負債合計 85,003 87,311

純資産の部

株主資本

資本金 54,768 54,768

資本剰余金 163,199 163,199

利益剰余金 206,321 211,424

自己株式 △9,056 △9,031

株主資本合計 415,232 420,360

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △4,426 △5,722

土地再評価差額金 △7,927 △7,927

為替換算調整勘定 △11,134 △16,611

評価・換算差額等合計 △23,488 △30,261

少数株主持分 2,509 2,537

純資産合計 394,253 392,636

負債純資産合計 479,257 479,947
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 127,100 59,156

売上原価 72,241 38,773

売上総利益 54,859 20,382

販売費及び一般管理費

販売手数料 4,960 3,072

荷造運搬費 5,071 2,217

給料及び手当 10,118 7,772

その他 21,244 16,138

販売費及び一般管理費合計 41,395 29,202

割賦販売等繰延利益繰戻 4,377 4,324

割賦販売等未実現利益繰延 3,099 1,721

営業利益又は営業損失（△） 14,741 △6,217

営業外収益

受取利息 1,767 1,306

その他 1,532 1,644

営業外収益合計 3,300 2,951

営業外費用

支払利息 298 169

有価証券評価損 411 －

為替差損 743 －

その他 193 241

営業外費用合計 1,646 410

経常利益又は経常損失（△） 16,394 △3,675

特別利益

投資有価証券売却益 － 30

リース会計基準の適用に伴う影響額 1,113 －

補助金収入 ※２
 312 －

その他 16 7

特別利益合計 1,442 37

特別損失

固定資産除却損 72 21

投資有価証券評価損 56 0

特別退職金 － 586

その他 26 19

特別損失合計 155 627

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

17,681 △4,265

法人税、住民税及び事業税 6,960 551

法人税等調整額 911 △1,703

法人税等合計 7,871 △1,152

少数株主利益 284 78

四半期純利益又は四半期純損失（△） 9,524 △3,192
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 72,363 34,515

売上原価 42,126 22,104

売上総利益 30,237 12,410

販売費及び一般管理費

販売手数料 2,704 1,770

荷造運搬費 2,673 1,147

給料及び手当 4,740 3,808

その他 11,227 8,227

販売費及び一般管理費合計 21,346 14,954

割賦販売等繰延利益繰戻 2,189 2,177

割賦販売等未実現利益繰延 2,024 1,191

営業利益又は営業損失（△） 9,056 △1,558

営業外収益

受取利息 858 686

その他 910 1,018

営業外収益合計 1,769 1,704

営業外費用

支払利息 165 92

有価証券評価損 411 －

為替差損 1,275 158

その他 99 138

営業外費用合計 1,952 390

経常利益又は経常損失（△） 8,874 △243

特別利益

固定資産売却益 9 4

投資有価証券売却益 － 30

特別利益合計 9 34

特別損失

固定資産売却損 21 13

固定資産除却損 45 16

特別退職金 － 151

その他 5 2

特別損失合計 72 184

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

8,811 △393

法人税、住民税及び事業税 2,904 140

法人税等調整額 891 △475

法人税等合計 3,796 △334

少数株主利益 152 32

四半期純利益又は四半期純損失（△） 4,862 △90
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

17,681 △4,265

減価償却費 4,102 3,892

リース会計基準の適用に伴う影響額 △1,113 －

受取利息及び受取配当金 △2,202 △1,749

売上債権の増減額（△は増加） 9,782 15,295

リース投資資産の増減額（△は増加） 414 886

たな卸資産の増減額（△は増加） △7,993 4,724

仕入債務の増減額（△は減少） △4,503 △7,659

その他 △2,548 △4,115

小計 13,618 7,007

利息及び配当金の受取額 2,365 1,732

利息の支払額 △291 △180

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △8,296 1,559

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,396 10,119

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △500 △1,009

有価証券の売却及び償還による収入 6,630 1,614

投資有価証券の取得による支出 △2,801 △7,060

投資有価証券の売却及び償還による収入 3,444 3,244

有形固定資産の取得による支出 △5,160 △5,673

その他 △2,512 1,225

投資活動によるキャッシュ・フロー △899 △7,659

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △606 4,133

自己株式の市場買付けに伴う支出 △4,999 －

配当金の支払額 △4,276 △1,920

その他 △151 491

財務活動によるキャッシュ・フロー △10,034 2,703

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,123 1,794

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △4,661 6,959

現金及び現金同等物の期首残高 86,823 72,126

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 82,162

※１
 79,085

EDINET提出書類

株式会社アマダ(E01486)

四半期報告書

19/32



【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

１　連結の範囲に関する事項の変更

(1)連結の範囲の変更

第１四半期連結会計期間から、株式会社アバンスは連結子会社との合併により連結の範囲から除外しておりま

す。

　当第２四半期連結会計期間より、株式の取得により株式会社東洋工機およびコンピュテス社を、新規設立により

株式会社アマダマシンツールエムエフジーを連結子会社に含めております。

(2)変更後の連結子会社の数

 51社

 

２　持分法の適用に関する事項の変更

持分法適用関連会社

　①持分法適用関連会社の変更

当第２四半期連結会計期間より、株式の取得によりエルケーアイ・ケルドマン社を持分法適用の範囲に含めて  

おります。

  ②変更後の持分法適用関連会社の数

４社

 

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額 112,947百万円

　

　２　保証債務 　

　　　当企業集団の商品を購入した顧客に対する債務

　　　の保証は次のとおりであります。

　 銀行からの借入金(101社) 1,302百万円

　 リース会社へのリース債務(29社) 529百万円

　 計 1,832百万円

　 　 　
　

　３　担保資産及び担保付債務 　

　　　担保に供している資産は次のとおりであります。

　 定期預金 76百万円

　 受取手形 146百万円

　
不動産リース投資資産(一年内回
収予定を含む)

2,240百万円

　 建物 195百万円

　 土地 292百万円

　 投資有価証券 400百万円

　 計 3,345百万円

　 　担保付債務は次のとおりであります。

　 短期借入金 262百万円

　 長期借入金 1,025百万円

　 長期預り保証金 398百万円

　 計 1,686百万円

　 　 　
　

※１　有形固定資産の減価償却累計額 109,756百万円

　

　２　保証債務 　

　　　当企業集団の商品を購入した顧客に対する債務

　　　の保証は次のとおりであります。

　 銀行からの借入金(103社) 1,195百万円

　 リース会社へのリース債務(29社) 574百万円

　 計 1,769百万円

　 　 　
　

　３　担保資産及び担保付債務 　

　　　担保に供している資産は次のとおりであります。

　
不動産リース投資資産(一年内回
収予定を含む)

2,346百万円

　 投資有価証券 378百万円

　 計 2,724百万円

　

　 　 　

　

　

　　　担保付債務は次のとおりであります。

　 短期借入金 58百万円

　 長期借入金 135百万円

　 長期預り保証金 398百万円

　 計 593百万円
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(四半期連結損益計算書関係)

　
前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

　１　当社グループは、通常の営業形態として第４四半

    期連結会計期間の売上高及び営業費用が他の四半期

    連結会計期間と比較して多くなる傾向にあります。

　

同　左

 

※２　補助金収入は、当社富士宮事業所のレーザマシン

    生産工場及び開発センターの建設に伴う静岡県新規

    産業立地事業費補助金であります。

　

────

　

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

　１　当社グループは、通常の営業形態として第４四半

    期連結会計期間の売上高及び営業費用が他の四半期

    連結会計期間と比較して多くなる傾向にあります。

　

同　左

 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　　　　　　　　　　　　  　（平成20年９月30日）

現金及び預金勘定 70,010百万円

有価証券勘定 24,906百万円

預入期間が３か月を超える定

期預金等
△5,715百万円

株式及び償還期間が３か月を

超える債券等
△7,040百万円

現金及び現金同等物 82,162百万円

 

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　　　　　　　　　　　　  　（平成21年９月30日）

現金及び預金勘定 64,363百万円

有価証券勘定 27,770百万円

預入期間が３か月を超える定

期預金等
△2,580百万円

株式及び償還期間が３か月を

超える債券等
△10,468百万円

現金及び現金同等物 79,085百万円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１

日　至　平成21年９月30日)

　

１　発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末
株式数(株)

普通株式 396,502,117

　

　

２　自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末
株式数(株)

普通株式 14,532,510

　

　

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月26日
　定時株主総会

普通株式 1,910 ５ 平成21年３月31日 平成21年６月29日 利益剰余金

　
(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年11月５日
　　取締役会

普通株式 1,909 ５ 平成21年９月30日 平成21年12月８日 利益剰余金
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成20年７月１日  至  平成20年９月30日)

　

金属加工
機械・金属
工作機械
(百万円)

不動産
賃貸
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に対する
      売上高

71,913 271 178 72,363 ― 72,363

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

― 136 7 144 (144) ―

計 71,913 408 186 72,507 (144) 72,363

営業利益又は営業損失(△) 8,862 194 △0 9,056 ― 9,056

　

当第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

　

金属加工
機械・金属
工作機械
(百万円)

不動産
賃貸
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

34,087 267 160 34,515 ― 34,515

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

― 122 11 133 (133) ―

計 34,087 389 172 34,649 (133) 34,515

営業利益又は営業損失(△) △ 1,733 180 △ 4 △ 1,558 ― △ 1,558

(注)１．事業区分は内部管理上採用している区分によっております。
　 　 ２．各事業の内容
　　　　(1)金属加工機械器具及び金属工作機械器具の製造、販売、修理、賃貸、保守、点検、検査及びこれらに
　　　　 　関連する工具、付属品及び部品の製造、販売等（ファイナンスを含む。）
　　　　(2)不動産賃貸
　　　　(3)その他・・ゴルフ場の経営
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前第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　

金属加工
機械・金属
工作機械
(百万円)

不動産
賃貸
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

126,223 542 333 127,100 ― 127,100

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― 271 28 299 (299) ―

計 126,223 814 362 127,400 (299)127,100

営業利益又は営業損失（△） 14,361 381 △ 1 14,741 ― 14,741

(注)１．事業区分は内部管理上採用している区分によっております。
　 　 ２．各事業の内容
　　　　(1)金属加工機械器具及び金属工作機械器具の製造、販売、修理、賃貸、保守、点検、検査及びこれらに
　　　　 　関連する工具、付属品及び部品の製造、販売等（ファイナンスを含む。）
　　　　(2)不動産賃貸
　　　　(3)その他・・ゴルフ場の経営

３．「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更　２　会計処理基準に関する事項の変
更　(1)重要な資産の評価基準及び評価方法の変更」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、通常の販
売目的で保有する棚卸資産の評価基準については、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関す
る会計基準」が適用されたことに伴い、原価法から原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基
づく簿価切下げの方法）に変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当第２四
半期連結累計期間における「金属加工機械・金属工作機械」は営業利益が116百万円少なく計上されてお
ります。

４．「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更　２　会計処理基準に関する事項の変
更　(2)「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用」に記載のとお
り、第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱
い」を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、
当第２四半期連結累計期間における「金属加工機械・金属工作機械」は営業利益が６百万円多く計上され
ております。

５．「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更　２　会計処理基準に関する事項の変
更　(3)リース取引に関する会計基準の適用（貸手側）」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、従
来、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって
おりましたが、「リース取引に関する会計基準」及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」が平成
20年４月１日以後に開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用できることになったことに
伴い、第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用しております。この変更に伴い、従来の方法
によった場合に比べ、当第２四半期連結累計期間における「金属加工機械・金属工作機械」は営業利益が
16百万円多く、「不動産賃貸」は営業利益が257百万円少なく計上されております。

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

　

金属加工
機械・金属
工作機械
(百万円)

不動産
賃貸
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

58,309 533 313 59,156 ― 59,156

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― 245 27 272 (272) ―

計 58,309 778 340 59,429 (272) 59,156

営業利益又は営業損失（△） △ 6,572 352 2 △ 6,217 ― △ 6,217

(注)１．事業区分は内部管理上採用している区分によっております。
　 　 ２．各事業の内容
　　　　(1)金属加工機械器具及び金属工作機械器具の製造、販売、修理、賃貸、保守、点検、検査及びこれらに
　　　　 　関連する工具、付属品及び部品の製造、販売等（ファイナンスを含む。）
　　　　(2)不動産賃貸
　　　　(3)その他・・ゴルフ場の経営
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成20年７月１日  至  平成20年９月30日)

　
日本
(百万円)

北米
(百万円)

欧州
(百万円)

アジア
(百万円)

その他
の地域
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

37,9768,33217,6978,148 20872,363 ― 72,363

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

15,073140 270 735 ― 16,219(16,219)―

計 53,0508,47217,9678,883 20888,582(16,219)72,363

営業利益 5,534 733 1,8291,411 17 9,527(470)9,056

　

当第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

　
日本
(百万円)

北米
(百万円)

欧州
(百万円)

アジア
(百万円)

その他
の地域
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

19,2574,1176,7644,173 20234,515 ― 34,515

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

2,923 71 123 218 ― 3,336(3,336)―

計 22,1804,1886,8874,392 20237,851(3,336)34,515

営業利益又は営業損失（△） △2,871△145 △300 256 7 △3,0521,493△ 1,558

(注)１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。
　 　 ２．本邦以外の区分に属する地域
　　　　(1)北米・・・・・・米国、カナダ、メキシコ
　　　　(2)欧州・・・・・・英国、ドイツ、フランス、イタリア、スペイン、オーストリア、スウェーデン、ロシア、
　　　　　　　　　　　　　 トルコ
　　　　(3)アジア・・・・・中国、台湾、韓国、シンガポール、マレーシア、タイ、インド
　　　　(4)その他の地域・・オーストラリア
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前第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　
日本
(百万円)

北米
(百万円)

欧州
(百万円)

アジア
(百万円)

その他
の地域
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

64,53015,35032,02314,753441127,100― 127,100

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

28,916271 725 1,318 ― 31,232(31,232)―

計 93,44715,62232,74916,072441158,333(31,232)127,100

営業利益 7,5831,0633,4792,258 44 14,42831214,741

(注)１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。
　 　 ２．本邦以外の区分に属する地域
　　　　(1)北米・・・・・・米国、カナダ、メキシコ
　　　　(2)欧州・・・・・・英国、ドイツ、フランス、イタリア、スペイン、オーストリア、スウェーデン、ロシア、
　　　　　　　　　　　　　 トルコ
　　　　(3)アジア・・・・・中国、台湾、韓国、シンガポール、マレーシア、タイ、インド
　　　　(4)その他の地域・・オーストラリア

３．「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更　２　会計処理基準に関する事項の変
更　(1)重要な資産の評価基準及び評価方法の変更」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、通常の販
売目的で保有する棚卸資産の評価基準については、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関す
る会計基準」が適用されたことに伴い、原価法から原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基
づく簿価切下げの方法）に変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当第２四
半期連結累計期間における「日本」は営業利益が116百万円少なく計上されております。

４．「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更　２　会計処理基準に関する事項の変
更　(2)「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用」に記載のとお
り、第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱
い」を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、
当第２四半期連結累計期間における「欧州」は営業利益が６百万円多く計上されております。

５．「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更　２　会計処理基準に関する事項の変
更　(3)リース取引に関する会計基準の適用（貸手側）」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、従
来、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって
おりましたが、「リース取引に関する会計基準」及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」が平成
20年４月１日以後に開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用できることになったことに
伴い、第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用しております。この変更に伴い、従来の方法
によった場合に比べ、当第２四半期連結累計期間における「日本」は営業利益が241百万円少なく計上され
ております。

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

　
日本
(百万円)

北米
(百万円)

欧州
(百万円)

アジア
(百万円)

その他
の地域
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

30,1278,02713,2107,301 48959,156 ― 59,156

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

6,609 140 207 549 ― 7,507(7,507)―

計 36,7368,16813,4187,850 48966,663(7,507)59,156

営業利益又は営業損失（△） △ 7,405△ 573△ 302 585 55△ 7,6411,423△ 6,217

(注)１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。
　 　 ２．本邦以外の区分に属する地域
　　　　(1)北米・・・・・・米国、カナダ、メキシコ
　　　　(2)欧州・・・・・・英国、ドイツ、フランス、イタリア、スペイン、オーストリア、スウェーデン、ロシア、
　　　　　　　　　　　　　 トルコ
　　　　(3)アジア・・・・・中国、台湾、韓国、シンガポール、マレーシア、タイ、インド
　　　　(4)その他の地域・・オーストラリア
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【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自  平成20年７月１日  至  平成20年９月30日)

　
北米
(百万円)

欧州
(百万円)

アジア
(百万円)

その他の地域
(百万円)

計
(百万円)

Ⅰ　海外売上高 8,351 17,652 10,646 1,258 37,909

Ⅱ　連結売上高 ― ― ― ― 72,363

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

11.6 24.4 14.7 1.7 52.4

　

当第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成20年９月30日)

　
北米
(百万円)

欧州
(百万円)

アジア
(百万円)

その他の地域
(百万円)

計
(百万円)

Ⅰ　海外売上高 4,074 6,380 5,238 728 16,422

Ⅱ　連結売上高 ― ― ― ― 34,515

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

11.8 18.5 15.2 2.1 47.6

(注)１．地域の区分は、地理的近接度によっております。
　 　 ２．本邦以外の区分に属する地域
　　　　(1)北米・・・・・・米国、カナダ他
　　　　(2)欧州・・・・・・英国、ドイツ、フランス、イタリア、スペイン、オーストリア、スウェーデン、ロシア、
　　　　　　　　　　　　　 トルコ他　
　　　　(3)アジア・・・・・中国、台湾、韓国、シンガポール、マレーシア、タイ、インド他
　　　　(4)その他の地域・・オーストラリア、ブラジル他
　 　 ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の地域における売上高であります。　　

　

前第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　
北米
(百万円)

欧州
(百万円)

アジア
(百万円)

その他の地域
(百万円)

計
(百万円)

Ⅰ　海外売上高 15,311 31,187 19,576 3,112 69,188

Ⅱ　連結売上高 ― ― ― ― 127,100

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

12.0 24.5 15.4 2.5 54.4

　

当第２半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

　
北米
(百万円)

欧州
(百万円)

アジア
(百万円)

その他の地域
(百万円)

計
(百万円)

Ⅰ　海外売上高 7,849 12,416 8,954 1,563 30,784

Ⅱ　連結売上高 ― ― ― ― 59,156

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

13.3 21.0 15.1 2.6 52.0

(注)１．地域の区分は、地理的近接度によっております。
　 　 ２．本邦以外の区分に属する地域
　　　　(1)北米・・・・・・米国、カナダ他
　　　　(2)欧州・・・・・・英国、ドイツ、フランス、イタリア、スペイン、オーストリア、スウェーデン、ロシア、
　　　　　　　　　　　　　 トルコ他　
　　　　(3)アジア・・・・・中国、台湾、韓国、シンガポール、マレーシア、タイ、インド他
　　　　(4)その他の地域・・オーストラリア、ブラジル他
　 　 ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の地域における売上高であります。　　
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

　 　

１株当たり純資産額 1,025.59円
　

　 　

１株当たり純資産額 1,021.17円
　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第２四半期
連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 394,253 392,636

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 2,509 2,537

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 391,744 390,098

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(千株)

381,969 382,011

　

２  １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額等

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 24.70円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －
　

１株当たり四半期純損失金額 8.36円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －
　

(注) (1)  前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、当２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載してお

りません。
　　　 (2)  １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

四半期純利益(百万円) 9,524 ―

四半期純損失(百万円) ― 3,192

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株主に係る四半期純利益(百万円) 9,524 ―

普通株主に係る四半期純損失(百万円) ― 3,192

普通株式の期中平均株式数(千株) 385,576 381,982

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜
在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が
あったものの概要

― ―
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前第２四半期連結会計期間
(自  平成20年７月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 12.68円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －
　

１株当たり四半期純損失金額 0.24円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －
　

(注) (1)  前第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、当２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載してお

りません。
　　　 (2)  １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期連結会計期間
(自  平成20年７月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

四半期純利益(百万円) 4,862 ―

四半期純損失(百万円) ― 90

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株主に係る四半期純利益(百万円) 4,862 ―

普通株主に係る四半期純損失(百万円) ― 90

普通株式の期中平均株式数(千株) 383,369 381,974

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜
在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が
あったものの概要

― ―

　

　

２ 【その他】

第72期（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）の中間配当金につきましては、平成21年11月５

日開催の取締役会において、平成21年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとお

り中間配当を行うことを決議いたしました。 

　中間配当に関する事項

　 (1) 配当財産の種類

　　　　　金銭

　 (2) 株主に対する配当財産の割当に関する事項及びその総額

　　　　　普通株式１株につき金５円

　　　　　総額1,909百万円 

 　(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

　　　 　 平成21年12月８日 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月５日

株式会社アマダ

取締役会　御中

　

監査法人トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　石　　橋　　和　　男　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　板　　垣　　雄　　士　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　町　　田　　恵　　美　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社アマダの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成

20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月

30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アマダ及び連結子会社の平成20年９

月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営

成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年11月10日

株式会社アマダ

取締役会  御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    石    橋    和    男    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    町    田    恵    美    印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社アマダの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成

21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月

30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アマダ及び連結子会社の平成21年９

月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営

成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 
(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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